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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
物置等構造物の組立に用いる構造用部材において、
略四角状の枠材（３１）と、該枠材の外寸法と略同一であって、該枠材の片側面に接合さ
れた面材（３０）と、から構成され、
前記枠材の各辺の長さは所定長さの整数倍であって、
前記各辺の長さが同じ又は異なる他の前記構造用部材いずれとも直接に連結可能な貫通孔
（３２）が、前記枠材上であって、該枠材の隅を起点として前記所定長さの間隔ごと、あ
るいは、該枠材の隅から前記所定長さの２分の１離れた全ての位置及び該位置を起点とし
て前記所定長さの間隔ごとに、前記枠材の長さ方向に直交かつ前記面材に平行に、あるい
は、中心で直交する十字状に穿設されており、
当該構造用部材のみを複数組み合わせて、壁、床あるいは屋根を構成可能であることを特
徴とする構造用部材。
【請求項２】
請求項１に記載の構造用部材と連結され、
略四角柱で、
中心で直交する十字状の貫通孔又は交互に直交する異なる方向を向いた貫通孔が、長さ方
向に、前記構造用部材で定められた所定長さの間隔ごとに穿設されていることを特徴とす
る柱として用いる構造用部材。
【請求項３】
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予め所定の形状に束石（１１）及び土台（１２）、並びに、必要に応じて大引（１３）を
形成する工程と、次いで、請求項１に記載の構造用部材（以下、部材Ａと呼ぶ）を床とし
て固定する工程と、次いで、構造物の四隅に立設された請求項２に記載の柱として用いる
構造用部材を必要に応じて用いながら、部材Ａを連結して壁を形成する工程と、次いで、
複数の部材Ａ同士を連結して壁を形成する工程と、からなることを特徴とする構造用部材
の組立方法。
【請求項４】
構造物の用途に応じて、請求項１に記載の構造用部材の枠材を、構造物の外面側又は内面
側に配置して壁を形成することを特徴とする請求項３に記載の構造用部材の組立方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物置等構造物の躯体を組立てるに当たり、パネル状に形成した部材を組み合
せることにより簡易に製作できる部材及びその組立方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　物置等構造物の製作における躯体の構造としては、柱、梁などの軸組みによる在来工法
、２×４（ツーバイフォー）工法、ログハウスの丸太組工法などが知られている。また、
施工期間の短縮及び建造費の低廉化を目的として、木製パネルを用いた建造方法が開示さ
れている（例えば、特許文献１参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－１４４８９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述の工法では、建築を専門としない者にとっては、必要部材の選定、
各部材の接合方法などの設計に関する知識、材料の加工技術の習得と実践に難がある。ま
た、加工、建設には専用工具を必要とし、多くの部材が重量物であるため、クレーン等の
建設重機も必要になる。さらに、丸太組工法などでは、木材が多量に必要であることから
高価になるなど、経済的にも問題がある。そのため、物置など簡易な構造物が必要な場合
にも、自作せずに既製品を購入するか、専門家に発注することが多い。本発明は、上記問
題点に鑑み、専門技術を必要とせずに、設計、組立てができ、かつ安価に製作できる技術
を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　第１の手段は、物置等構造物の組立に用いる構造用部材において、略四角状の枠材３１
と、該枠材の外寸法と略同一であって、該枠材の片側面に接合された面材３０と、から構
成され、前記枠材の各辺の長さは所定長さの整数倍であって、前記各辺の長さが同じ又は
異なる他の前記構造用部材いずれとも直接に連結可能な貫通孔３２が、前記枠材上であっ
て、該枠材の隅を起点として前記所定長さの間隔ごと、あるいは、該枠材の隅から前記所
定長さの２分の１離れた全ての位置及び該位置を起点として前記所定長さの間隔ごとに、
前記枠材の長さ方向に直交かつ前記面材に平行に、あるいは、中心で直交する十字状に穿
設されており、当該構造用部材のみを複数組み合わせて、壁、床あるいは屋根を構成可能
であることを特徴とする。
【０００７】
　第２の手段は、第１の手段に記載の構造用部材と連結され、略四角柱で、中心で直交す
る十字状の貫通孔又は交互に直交する異なる方向を向いた貫通孔が、長さ方向に、前記構
造用部材で定められた所定長さの間隔ごとに穿設されている柱として用いる構造用部材で
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あることを特徴とする。
【０００８】
　第３の手段は、物置等構造物の組立方法であって、予め所定の形状に束石１１及び土台
１２、並びに、必要に応じて大引１３を形成する工程と、次いで、第１の手段に記載の構
造用部材（以下、部材Ａと呼ぶ）を床として固定する工程と、次いで、構造物の四隅に立
設された第２の手段に記載の柱として用いる構造用部材を必要に応じて用いながら、部材
Ａを連結して壁を形成する工程と、次いで、複数の部材Ａ同士を連結して壁を形成する工
程と、からなることを特徴とする。
【０００９】
　第４の手段は、第３の手段に記載の構造用部材の組立方法であって、構造物の用途に応
じて、第１の手段に記載の構造用部材の枠材を、構造物の外面側又は内面側に配置して壁
を形成することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、複数枚のパネル及び他の部材を組み合せることにより、物置等構造物
の設計計画、製作が専門技術を必要とせずに行える。その結果、物置等構造物を組立てる
に際して、簡易に製作できる技術を提供することができる。
【００１１】
　より具体的には、重機を必要とせず、人の手で持ち運べる大きさの床パネル、壁パネル
、窓パネル、柱材、妻壁パネル、トラス又は屋根パネルからなる各種部材を用意し、それ
らの部材を積木の様に組み合せることにより、躯体を構成できる。上記部材の内、基本と
なるパネルは枠材と面材とから構成され、その単純な構成により製作費を抑え、材積を減
らすことにより原材料費を低廉化できる。
【００１２】
　また、枠材に穿孔を設け、ボルト・ナット、ダボ栓又はそれに類する連結具を用いるこ
とにより、簡易にパネル同士の連結ができる。また、連結用に設けた多数の孔は、仮組立
作業を行なう際、パネル部材を傷めず、繰り返し組立試行できるのにも役立つ。さらに、
製作完了後の物置等構造物の移設、解体も、連結具を外すのみで行なうことができ、パネ
ル部材を傷めることなく再利用が可能である。また、穿孔を利用することにより、ヒンジ
として建具の支点とすることや、ボルト式のキャスター等を取付け移動式家具や台車の自
作など様々な応用が可能である。一方、専門家にとっては、連結具を用いての接合は煩雑
になることが否めないが、パネル部材は木ビスなどでも接合ができるので、技量に左右さ
れず本発明の部材が使用できる。
【００１３】
　さらに、床面積別に異なる組合せを予め用意することで、設計そのものを省くこともで
きる。また、その組合せに習って、独自の設計計画も容易に行える。
【００１４】
　上述の特徴により、構造物の構成部材の内、主要な部材がパネルにより成り立つため、
その組合せは簡明であり、専門技術を必要とせず、簡易に設計、組立ができ、安価に製作
できる技術の提供が可能となる。
【００１５】
　また、本発明部材は、その単純な形状により物置等構造物だけでなく、衝立としての間
仕切壁などにも利用できる。例えば、災害時の避難場所などで使用することにより、プラ
イバシー確保に活用できる。また、担架、簡易ベッド、机など被災時の応急対策に利用で
きる。さらに、災害時に行政による応急仮設住宅が建設されるまでのつなぎとして、布地
のテントより優れた空間の確保を供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】壁パネルの三面図及び側面の一部拡大図である。
【図２】種々の孔形状を有する柱材の説明図である。
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【図３】構造物の組立工程（１）を示す斜視図である。
【図４】構造物の組立工程（２）を示す斜視図である。
【図５】構造物の組立工程（３）を示す斜視図である。
【図６】構造物の組立工程（４）を示す斜視図である。
【図７】構造物の組立工程（５）を示す斜視図である。
【図８】構造物の組立工程（６）を示す斜視図である。
【図９】構造物の一例である。
【図１０】構造物の一例である。
【図１１】壁パネルの組合せ例である。
【図１２】壁パネルの組合せ例である。
【図１３】床面積が異なる場合の壁パネルの施工例の平面図である。
【図１４】壁パネル配置の一例を示す横断平面図である。
【図１５】壁パネル配置の他の例を示す横断平面図である。
【図１６】異なる寸法の壁パネルの例である。
【図１７】壁パネルＢで、（ａ）は三面図、（ｂ）は隅部の拡大図である。
【図１８】壁パネルＢによるパネル同士の連結を示す図である。
【図１９】壁パネルＢの配置図である。
【図２０】壁パネルＢと柱材の組合せによる構造物である。
【図２１】壁パネルＢと開閉式建具を使用した例で、（ａ）は正面図、（ｂ）はＸ部の上
面拡大図ある。
【図２２】壁パネルＢをキャスターと組み合わせた使用例である。
【図２３】実施例２の断熱材を用いた例である。
【図２４】実施例３の化粧面材の例で、（ａ）は正面図、（ｂ）はＹ部の上面拡大図ある
。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に、本発明の実施形態について詳述する。図１は、本発明の「パネルＡ」と呼ぶ壁
パネル１ａ（縦１８００ｍｍ×横６００ｍｍ）の例で、略四角状の枠材３１と枠材の片面
に接着された矩形状の面材３０から構成される。面材の縦横寸法は枠材の外寸法とほぼ同
一とし、面材が枠材からはみ出さないことを要する。なお、パネルの縦横寸法はこの例に
限るものではないが、１５０ｍｍの１～１６の整数倍であることが基本である。なお、本
実施形態においては１５０ｍｍを単位長さとしているが、構造物に応じてこの単位長さを
変えることができる。また、床パネル、窓パネル、屋根パネルについても同様の構造を有
する。妻壁パネルについては、枠材及び面材の形状が異なるが、構造は同じである。なお
、面材の板厚は任意である。枠材３１の四辺には、外枠の四隅から１５０ｍｍ間隔毎に複
数の穿孔を施して孔３２を設ける。例えば、横６００ｍｍの枠材には３個の孔を設ける。
当然に、例えば図６のように、パネル相互（同図では、壁パネル１ａと窓パネル３）の左
右端面を連結する場合には、孔３２は隣接する別のパネルの孔の位置と同一の場所に来る
よう配置される。パネルの連結には、孔３２にボルト、ダボ栓、又はそれに類する金物な
どの連結具３３を用いる。また、木ビスなどで接合しても良い。
【００１８】
　面材３０の材質は、構造用合板を基本とするが、構造用パネル（ＯＳＢ）、ミディアム
デンシティーファイバーボード（ＭＤＦ）など強度のある板状の材料でもよい。また、採
光を必要とする部位用に、ポリカーボネート板、アクリル板、塩ビ板など透明乃至半透明
の板状工業製品でもよい。また、金網、ネットなどを用いて、小動物小屋、鳥小屋などの
用途に用いるのもよい。
【００１９】
　後述する柱材、パネル繋ぎ材、トラス及びパネル枠材の材質は、木材又は集成材、単板
積層材（ＬＶＬ）などのエンジニアウッドとするが、木ビスなどを保持できる強度をもつ
硬質プラスチックなど工業製品でもよい。
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【００２０】
　各パネルの構造は壁パネル１ａに準じ、枠材に面材が貼られたものである。しかし、強
度の必要な床パネルなどは、面材の厚みを増すなどして補強する場合がある。パネル中央
部に中桟を設けるなどの補強でもよい。
【００２１】
　図２に柱材のバリエーションを示す。柱材４０にはボルト等連結具用の孔３２が十字状
に穿たれているので、連結位置の制約が少ない。孔の上下の間隔は前記のパネルの孔間隔
と同じである。柱材４１には孔３２が交互に穿設されており、柱材４０に比べると断面欠
損が少なく強度が大きく、大型の構造物に使用できる。孔の間隔については、柱材４０と
同じである。柱材４２には孔３２が無く、ボルト等連結具が使用できないが、その分強度
がある。また、ナットなどの突起物が出ないので意匠に合わせた使用ができる。なお、本
柱材は後述するパネルＢにも使うことができる。
【００２２】
　図３～図８は、パネルＡを用いた構造物２０の組立工程を示すものである。なお、後述
のパネルＢも同様の工程で組立できる。
【００２３】
　最初に、図３に示すように、予め所定の形状に束石１１と防腐処理済木材などの土台１
２及び大引１３を形成する。束石１１については、コンクリートブロック又はコンクリー
ト製基礎でもよい。大引１３についても、床面を必要としない土間仕上げの場合は省略し
てもよい。
【００２４】
　次に、図４に示すように、床パネル２を土台及び大引の上に敷き、木工ビスなどで固着
する。床パネル２は構造用合板などの代替品でもよい。前述と同様、土間仕上げの場合は
省略してもよい。
【００２５】
　次いで、図５に示すように、壁パネル１ａと柱材６をボルト等連結具又は木ビスなどを
用いて連結し、柱材６が構造物の四隅に位置するよう配置し、連結具又は木ビスなどを用
いて土台１２の上に立設する。
【００２６】
　次いで、図６に示すように、窓パネル３を壁面の中央部へ差し込み、ボルト等の連結具
又は木ビスなどを用いて連結する。同様に、出入り口部分を残し、構造物の壁四面全ての
壁パネル１ａを立設する。
【００２７】
　次に、図７に示すように、壁パネル１ｂ、１ｃと妻壁パネル４ａを、連結具又は木ビス
などを用いて連結、固定する。これらの部材は隣接するパネルの繋ぎ材となり、ボックス
ビームとなることから、構造物を堅固にすると同時に天井高さの確保にも役立つ。
【００２８】
　最後に、図８に示すように、屋根パネル５を連結具又は木ビスなどを用いて連結、固定
し、建具７、８を吊りこむ。以上の工程により、構造物２０を組立てることができる。
【００２９】
　図９は、妻壁パネル４ｂとトラス９による他の実施例を示す。屋根面を塞がずに施工者
の自由に屋根仕上げが選択できる余地がある。また、トラスの形状は片流れでもよい。こ
れにより、ポリカーボネート波板などを利用した採光のできる屋根が可能になる。また、
トラスに依らず、垂木などの小屋組を直接架けてもよい。
【００３０】
　図１０は、パネル繋ぎ材１０と壁パネル１ａによる他の実施例を示す。壁パネル１ａは
使用方法によっては他の部位への利用が可能であり、陸屋根形状の構造物が可能であるこ
とを示す。これにより、建物内駐車場など高さに制限がある場所にも組立てができる。
【００３１】
　図１１及び図１２は、本発明による壁パネルの組合せ例を示す。パネルの組合せにより
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できた開口部２１にアルミサッシを付けるなど、施工者による自由な仕様が選択できる。
【００３２】
　図１３は、構造物の床面積別に、組合せのバリエーションを示す。設置場所、使用用途
に合わせて様々に選択できる。
【００３３】
　図１４は、本発明の壁パネルの組合せを示す横断平面図で、面材３０を構造物２０の外
側に向けて立設している。この場合、構造物室内からの作業が可能となり、狭小地での建
造もできる。
【００３４】
　図１５は、本発明の壁パネルの組合せを示す横断平面図で、図１４とは逆に、面材３０
を構造物２０の内側に向けて立設している。この場合、内壁の仕上げ加工が省略できる。
また、外壁の仕上げなどが、施工者による自由な仕様で選択できる。
【００３５】
　図１６に本発明のパネルのバリエーションの一部を示す。なお、図中の数字は寸法（ｍ
ｍ）を示す。いずれの寸法も１５０ｍｍの整数倍が基本である。多様な大きさを用意する
ことで、その組合せにより、物置だけでなく、犬小屋、棚、道具箱など様々な構造物の製
作が可能である。
【実施例１】
【００３６】
　図１７は他の例の壁（以下、「パネルＢ」と呼ぶ）の、パネル１ｇ（縦１２００ｍｍ×
横６００ｍｍ）の例で、図１に示す前述の壁パネル（パネルＡ）のパネル１ａと同じ構造
であるが、孔３２の穿設位置を外枠の四隅から７５ｍｍ（単位長さの２分の１）とし、中
間部を１５０ｍｍ間隔毎とする。なお、孔は図１と同様に１方向のみに貫通させてもよい
が、同図（ｂ）の拡大図が示すように、中心で直交し面材３０を含めて貫通させた十字状
とすれば、後述するように、柱材を用いずにパネル同士を直角に連結可能になる。
【００３７】
　パネルＢの外形寸法は図１６のバリエーションに準じ、１５０ｍｍの整数倍とする。こ
れにより、短辺寸法１５０ｍｍのパネルについても、連結具３３を使用して連結すること
ができる。
【００３８】
　パネルＢはパネルＡに比べ、孔３２の位置が７５ｍｍ異なる為、パネルＡと併用して使
用する場合にはパネル相互の連結に連結具３３が使用出来ないので、木ビスを用いる。パ
ネルＢ同士の連結方法はパネルＡ同士の連結方法に準じ、ボルト、ダボ栓、又はそれに類
する金物などの連結具３３を用いる。また、木ビスなどで接合しても良い。
【００３９】
　図１８、１９にパネルＢ同士による連結を示す。柱材６の使用を妨げないが、同図に示
すように、柱材６を用いること無く構造物の平面形状を構成できるので部材数を削減する
ことができる。なお、図１８に示す壁パネルは、図１４、１５のパネルＡと同様に、面材
３０の向きを構造物の外側（（ａ）参照）、内側（（ｂ）参照）どちらでも向ける事がで
きる。
【００４０】
　図２０は、パネルの立体的な組合せによっては、柱材６を一部使用することにより、箱
状の構造物を構成できることを示す。
【００４１】
　図２１は、パネルＢの孔３２にピンを差し込むことにより、建具４３の支点となるヒン
ジ４４として利用できることを示す。
【００４２】
　図２２は、孔３２に同径のボルト式のキャスター４５を用いることで、移動式家具や台
車などが簡単に作成できることを示す。
【実施例２】
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【００４３】
　図２３は、パネルＡの面材３０と枠材３１に囲まれた範囲に、断熱材４５を取り付ける
ことを示す。断熱材４５は、グラスウールなどのフェルト状断熱材、ポリエチレンフォー
ムなどのボード状断熱材、ウレタンフォームなどの吹付け発泡断熱材など種類を問わず、
施工が可能である。但し、孔３２を塞ぐので、構造物を組み立てた後、連結具３３を覆い
隠す様施工する必要がある。また、構造物の組立前に断熱材４５を付けた場合は、連結具
３３の取り付け範囲の断熱材を一部欠き取るなどして、組立後に塞ぐものとする。なおパ
ネルＢについても同様である。
【実施例３】
【００４４】
　図２４は、パネルＡ、Ｂ共に面材３０を化粧面材４７とできることを示す。化粧面材４
７は、構造用合板などに目地模様を施したものや、塗装処理、モールディングなどで装飾
したものとする。また、面材３０に化粧面材４７を重ね二重貼りとしてもよい。
【符号の説明】
【００４５】
１ａ～１ｊ　壁パネル
２　　　　　床パネル
３　　　　　窓パネル
４ａ、４ｂ　妻壁パネル
５　　　　　屋根パネル
６　　　　　柱材
７　　　　　ドア建具
８　　　　　窓建具
９　　　　　トラス
１０　　　　パネル繋ぎ材
１１　　　　束石
１２　　　　土台
１３　　　　大引
２０　　　　構造物
２１　　　　開口部
３０　　　　面材
３１　　　　枠材
３２　　　　孔
３３　　　　連結具
４０～４２　柱材
４３　　　　建具
４４　　　　ヒンジ
４５　　　　キャスター
４６　　　　断熱材
４７　　　　化粧面材
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